
（法第２８条関係） 

 

令和７年度事業報告書 

特定非営利活動法人福島就労支援センター 

 

１ 事業の成果 

令和 7年度における当法人の活動は、職業能力の開発及び雇用機会の拡充を支援する

活動として、パソコン技術指導や資格取得支援を実施した。 

また、被災者支援事業として、野菜づくり交流、料理交流、健康体操、手芸活動など

の交流会を開催し、参加者の生きがいづくりや孤立防止、地域コミュニティの形成に取

り組んだ。 

さらに、外国にルーツを持つ労働者及び事業者を対象とした相談支援事業では、多言

語による相談対応や情報提供を行い、多文化共生社会の推進に努めた。 

これらの活動を通じて、地域住民の交流促進や外国人住民の社会参加支援を図り、誰

もが安心して暮らせる地域づくりに寄与することができた。 

 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

定款の 

事業名 
事業内容 実施日時 実施場所 

従事者の

人数 

受益対象者の 

範囲及び人数 

支出額 

（円） 

地域住民へ

の基礎的な

パソコン操

作の指導事

業 

パソコン、タブレッ

ト操作指導 

2025 年 4

月 1 日～

2026 年 3

月 31日 

法人事務

所 
2名 

福島県内在住

の約 35名 

725,481 

 

就労目的で

の在留が認

められる在

留資格取得

者への支援

事業 

外国人労働者向け

の相談窓口と HP 作

成 

2025 年 10

月 1 日～

2026 年 3

月 31日 

法人事務

所、外国

人雇用企

業 

4名 

福島県内の外

国人雇用企業

350 社 、 約

1,000名 

1,500,000 

受託事業 
・生きがい健康づく

り交流会を開催 

2025 年６

月 1 日～

2026 年 3

月 31日 

・北沢又

大和田集

会所及び

畑 

・福島県

内 

4名 

福島県内避難

者、被災者、

地域住民、子

ども約 30名 

2,200,000 

子どもの学

習支援事業 

貧困家庭の子ども

の無料学習教室、食

材配布 

2025 年 10

月 1 日～

2026 年 3

月 31日 

法人事務

所及びオ

ンライン 

3名 

福島県内在住

の小中学生 8

名とその保護

者 

200,000 

 


